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各政党・党首　殿
日本障害者協議会

代表　勝又和夫

障害者政策に関する質問書

　貴党におかれましては日頃より障害者政策の前進にご尽力されていることに対し、心より敬意を表する次第であります。

　私たち日本障害者協議会（以下ＪＤという）は、障害のある当事者、その関係者を中心とする約70団体によって構成され、この３０年近くの間、障害者の社会への“完全参加”と“平等”を訴え続けてきました。

　さて国際舞台を見渡すと、昨年１２月に全世界の障害者が長年の悲願としてきた“障害者権利条約”が 国連総会の場で採択され、障害のある人々の権利をめぐる状況は新しい局面を迎えています。しかし一方、国内に目を転じますと、昨年4月、“応益負担”をその核とする「障害者自立支援法」が施行され、これまでの障害者施策の基本的理念の大転換が図られ、多くの障害者が厳しい生活を強いられている状況が存在しています。

　いずれにせよ様々な意味において、障害のある人々の権利の確立と生活を支えるしくみのあり方について、強固な政策基盤の構築が急務とされていると私たちは認識しています。

　このような重要な時期にあたり、来る７月の参議院議員選挙に対して、私たちは強い関心と期待を寄せております。

　つきましては障害者政策に関する下記の質問に対する貴党の見解をご回答として賜りたく存じます。

　そのご回答につきましては、機関紙、ホームページを通しまして、多くの会員に広報していく所存であります。

　尚、ご回答は６月１日（金）までに、ＪＤ事務局に郵送かＦＡＸ、または電子メール:office@jdnet.gr.jpにてお願い申し上げます。（ひとつの質問に対して、基本的に300字以内でのご回答をよろしくお願い申し上げます）

記

１、障害者関係予算について

　　日本の障害者関係予算はＯＥＣＤ諸国の中でも極めて低い水準にあります。

　障害者関係予算の見積もり自体に誤りがあり、大幅な増額が必要であるとＪＤは考えています。

　貴党の障害者関係予算についてのご見解をお聞かせください。

1 障害者関係予算の増額に賛成

2 障害者関係予算の増額に反対

3 何ともいえない

それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

２、障害者権利条約の批准と障害者差別禁止法の制定について

昨年１２月の国連総会で障害者権利条約が採択されました。既に８９カ国（'０７年４月２９日現在）がこの条約に署名し、１カ国が批准していますが、まだ日本政府は署名していません。

ＪＤは、早急に国内法の整備を行い、そして環境を整えていき、批准できる状況を作り出すことが重要であると認識しています。そして障害者権利条約に盛り込まれている諸権利の実現にあたっては、強制性と実効性を伴う“障害者差別禁止法”の成立が不可欠であると認識しています。
（１）貴党の障害者権利条約に対するご見解をお聞かせください。

　①早急に国内法を障害者権利条約に適合するものと整備した上で批准することに賛成

　②障害者権利条約の批准をすることには賛成であるが、国内法の整備についてはその批准後に行う方がよい
　③何ともいえない

　それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

（２）貴党の“障害者差別禁止法”に対するご見解をお聞かせください。

①法的な強制性と実効性の伴う“障害者差別禁止法”の制定に賛成

②“障害者差別禁止法”の制定に賛成であるが、法的な強制性と実効性は必要としない
③“障害者差別禁止法”の制定に反対
④何ともいえない

それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

３、「障害者自立支援法」について
　　　昨年４月「応益負担」を核とする「障害者自立支援法」が施行され、多くの障害のある人々の地域生活が困難な状況に立たされ、その結果、政府は昨年3年間にわたる1200億円の特別対策を行い、軽減策等を実施せざるを得ませんでした。これにより新法の意味は薄れ、中途半端な状況がつくられているといえます。たとえ軽減策がとられたとしても、支払い能力とは関係なく、サービスの多寡に応じて負担するという「応益負担」の考え方自体が、障害者施策に馴染むものではありません。さらに精神障害者の社会的入院の解消が大きな課題とされているさ中、精神障害者退院支援施設を精神科病院の敷地内に新設できるようにしたことは、形を変えた隔離政策の始まりといえます。このような状況を見るとき、この法律は一度凍結し、障害のある人々の真の地域生活が可能となるような法制度へとつくり直す必要があると考えています。

貴党のこの｢応益負担｣を核とする「障害者自立支援法」に対するご見解をお聞かせください。

①「障害者自立支援法」の凍結に賛成

②「障害者自立支援法」の凍結に反対

③何ともいえない

それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

４、障害者施策と介護保険制度との関係について

政府は介護保険制度に関していわゆる「有識者会議」を設置して、介護保険の被保険者の年齢の範囲の拡大を検討しています。この被保険者が拡大した場合、実際のサービスも介護保険制度にあわせたものとなることが予想され、“障害”の特性を考慮したサービスでなくなり、また社会参加支援が行われなく恐れが十分あり、ＪＤとしては多角的総合的な観点に立った十分に慎重な検討が必要であると考えています。

貴党の障害者施策と介護保険制度との関係をめぐる問題についてのご見解をお聞かせください。

①被保険者の年齢の範囲の拡大に反対

②被保険者の年齢の範囲の拡大に賛成だが、障害者介護サービスと高齢者介護サービスの統合には反対

③被保険者の年齢の範囲の拡大に賛成し、障害者介護サービスと高齢者介護サービスの統合に賛成

④何ともいえない

それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

５、総合的な障害者福祉法の制定について

　　ＪＤは「障害者自立支援法」に替わるものとして、あらゆる障害を包括し、制度ないしはサービスの対象とする総合的な“障害者福祉法”の制度化が肝要であると認識しています。この法制化によって、現在制度の埒外にある、いわゆる谷間におかれている障害のある人々の問題を解決しなければならないと認識しています。さらに、多様な社会資源を整備し、それぞれのニーズに応じた十分なサービスが用意されるべきであると考えています。

　貴党の総合的な“障害者福祉法”の制定についてのご見解をお聞かせください。

1 総合的な“障害者福祉法”の制定に賛成

2 総合的な“障害者福祉法”の制定に反対

3 何ともいえない

それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

６、リハビリテーション医療期間制限の問題

今年４月の診療報酬改定では、必要に応じて受けるべきリハビリテーション医療が、原則として、発症から、最大180日に制限されてしまいました。障害には個人差があり、長期的な視点に立ったアプローチが必要とされる場合もあります。

貴党のリハビリテーション医療期間制限問題についてのご見解をお聞かせください。

1 リハビリテーション医療期間制限に反対

2 リハビリテーション医療期間制限に賛成

3 何ともいえない

それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

７、障害のある人々の所得保障と扶養義務に関する問題

就労が困難な障害の重い人々の所得保障として大きな役割を果たしている障害基礎年金（１級）の月額は約８万円程度になっています。地域社会での自立生活をめざすには所得保障というにはあまりにも低すぎるものです。障害者自立支援法の附則においても「障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え」という一文が挿入されています。
さらに学生時における障害の発生や、日本国籍を有していないとの理由で、年金の給付を受けられていない人も今なお多く存在しています。

また成人した障害の重い人々が地域社会での自立生活を可能とさせていくには、扶養義務の範囲から親兄弟を外すべきであると考えます。

　

（１）貴党の無年金障害者問題についてのご見解をお聞かせください。

1 すべての無年金障害者に対して、障害基礎年金受給者と同程度の所得保障を行うことに賛成

2 すべての無年金障害者に対して、障害基礎年金受給者と同程度の所得保障を行うことに反対

3 何ともいえない

　それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

　（２）貴党の障害の重い人々に対する所得保障に関するご見解をお聞かせください。

1 所得保障として障害基礎年金水準を引き上げていくことに賛成

2 所得保障として障害基礎年金水準を引き上げていくことに反対

3 何ともいえない

　それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

　（３）成人した障害のある人々の扶養義務の範囲に関するご見解をお聞かせください。

1 扶養義務の範囲から親兄弟を外すことに賛成

2 扶養義務の範囲から親兄弟を外すことに反対

3 何ともいえない

　それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

８、就労支援に関して

JDは所得保障水準の低さを、就労支援による勤労所得で補完させてはならないという基本認識をもっています。またILOの条約や勧告に基づけば、就労を希望しているすべての障害のある人々は失業者と認識し一般雇用対策から排除されてはならないと考えています。そして就労するすべての障害のある人々に、労働関係法規による労働者としての保護を行うべきとも認識しています。

貴党の障害のある人々に対する就労支援に関するご見解をお聞かせください。

1 一般雇用という観点から障害のある人々の就労支援を推進させ、就労実態のあるすべての障害のある人々に労働者としての保護を行うことに賛成

2 一般雇用という観点から障害のある人々の就労支援を推進させ、就労実態のあるすべての障害のある人々に労働者としての保護を行うことに反対

3 何ともいえない

　それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

９、政策立案と決定のプロセスにおける障害者団体の参加について
障害者基本法では障害当事者が政策形成に関わる場として“中央障害者施策推進協議会”が置かれていますが、年に一度程度しか開催されておらず、形骸化している状況です。「障害者自立支援法」の立法化の際にも問題になりましたが、政策立案と決定のプロセスに障害当事者団体がしっかりと位置づけられ、関係審議会等における論議に加わっていくことにより、ニーズを反映させた障害者政策を構築することが、より可能になると考えます。
貴党の政策立案と決定のプロセスにおける障害者団体の参加に対するご見解をお聞かせください。
　①“中央障害者施策推進協議会”の実質的な機能や関係審議会の機能をより高めていき、政策立案と決定のプロセスにおける障害者団体の参加について保障していくことに賛成

　②政策立案と決定のプロセスにおける障害者団体の参加について保障していくことについては賛成であるが、制度面では現状のままでよい

　③政策立案と決定のプロセスにおける障害者団体の参加について保障していくことに反対

　④何ともいえない

　それぞれのご回答についての理由をお聞かせください。

１０、障害者政策の基本方針等に関して

以上具体的な課題についてお伺いいたしましたが、最後に貴党の障害者政策に対する基本方針ならびに特筆するべき事項がありましたらご自由にお書きいただきたいと思います。

ご協力どうもありがとうございました。

以上

【問い合わせ】日本障害者協議会（JD）常務理事　藤井克徳

〒162－0052　新宿区戸山１－２２－１

(財)日本障害者リハビリテーション協会内

　TEL：03-5287-2346  FAX：03-5287-2347

 　　e-mail：office@jdnet.gr.jp
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